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１． まえがき 

事業を継続・拡大していく上での主要 KPI の１つとして

顧客満足度[1]がある．顧客満足度とは，顧客は満足を感じ

たときに物品を購入するとの考え方を基に作成された指標

である．心理的・感覚的なものを調査するために，顧客に

対してアンケートを実施し，アンケート結果を元に顧客満

足度を算出するのが一般的である．企業は，顧客満足度を

アセスメント目的に使用することはもちろんのこと，そこ

から課題を見つけ改善施策を実施するための活動も行なっ

ている． 

従来，このような顧客満足度を高める活動は，利益を追

求する私企業を中心に行なわれてきたが，税金を有効に活

用しているかを確認するために，近年，公共団体において

も顧客満足度を問われるようになった． 

本報告は，自然科学分野の展示施設における来館者の行

動分析に関するものである．展示施設の課題の１つとして

理科離れ[2]があり，その対策として未就学児を含む来館者

の満足度を高めることが求められていた．報告者は未就学

児を含む来館者グループの行動に注目し，保護者が回答し

た満足度アンケートとウェアラブルセンサから取得される

行動特徴量を比較することで，顧客満足度に関連する顧客

行動を分析した． 

本研究の狙いは顧客満足度を生み出すメカニズムを行動

特徴量から解明することである．アンケートの取得無しに，

顧客行動のみから満足度が推定できるようになることのメ

リットが大きい． 

今回調査に用いたデータは，自然科学分野の展示施設で

ある博物館へ閲覧目的で訪れた来館者の加速度データと赤

外線データである．選択方法としては，まず，これらのセ

ンサデータから特徴量を作成，次に，K-means 法を用いて

特徴量間の類似度からクラスタリングを行なった．そして，

クラスター内に含まれている特徴量と満足度との相関を求

め，一番相関値が高い特徴量を代表指標としてその傾向を

調べた．その結果，来館者の積極性を示す身体の動きであ

る積極率，特に，未就学児の積極率が満足度との相関性が

高いことを確認した(５％水準で有意)． 

第 2 章では既存研究紹介と本研究対象，第 3 章では顧客

満足度行動分析，第 4 章では結果の検討及び考察について

報告する． 

2 ．既存研究紹介と本研究対象 

2.1 博物館の満足度分析 

博物館における満足度分析は多くの報告が存在している．

着眼点は様々であり，感情[3]，モチベーション[4]，歴史

[5]，展示エリア[6]，未就学児[7]の視点から満足度分析を

行なっている．これらの分析には，来館者のインタビュ

ー・アンケート・タイムスタディなどが用いられていた．

また，センサ端末を用いた報告[8][9]も存在する．それら

は赤外線データを用いて来館者の滞在時間を計測し可視化

したものであった． 

本報告対象としているウェアラブルセンサから取得され

たセンサデータを用いて，顧客満足度に関連する顧客行動

を分析した報告はない． 

2.2 ヒューマンビッグデータ分析 

ヒューマンビックデータ(行動計測データ)によって生産

性を高める研究が行なわれている．ウェアラブルセンサの

１つであるビジネス顕微鏡[10]は，センサ技術を用いて企

業内のコミュニケーションや活動状況を測定・解析するた

めの計測システムである． 
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図 1 ビジネス顕微鏡の名札型センサ端末 

図 2 利用イメージ 
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従業員は名札型センサ端末を装着した状態で通常業務を

行なう．名札型センサ端末にて取得されるセンサデータは

加速度，赤外線，温度であり，データ取得周期は 10 秒間

である．加速度センサでは体の動きを３軸加速度で計測し，

また，赤外線センサでは一定の距離内に近づくと，お互い

の名札型センサ端末が通信して対面したことを検知する．

さらに，これらのセンサは 100msec 以内で時刻同期してい

るため，複数センサデータの組み合わせによる分析が可能

であり，対面中の体の動き等も計測することができる． 

名札型センサ端末から集められたコミュニケーションや

活動状況の記録を元に，社員同士の連携構造の全体像を示

す「組織対面ネットワーク図」(図３)が作られ， 

・ 会話量が多く実質的に組織をつなぐ中心メンバ 

・ コミュニケーション密度が低いチーム 

・ チーム間の壁の存在 

が明らかになった．このように，組織内の連携の課題が明

らかになることで，どこに対して，どのような施策を行な

えば良いのかがわかる．また，施策を行なった後の効果を

定量的に確認できるため，確実な組織変革の実現に寄与す

ることが可能となる． 

これらの行動データを用いた組織コミュニケーション分

析から，心理学における人の没頭(フロー状態)と行動の関

係[11]，コミュニケーションと知識創造の関係[12][13]やコ

ミュニケーションと生産性の関係[14]などが明らかになっ

ている． 

2.3 本研究対象 

本研究の目的は，ウェアラブルセンサから取得したセン

サデータを用いて，顧客満足度に関連する顧客行動の分析

である．報告者は未就学児を含む来館者グループの行動に

注目し，満足度アンケートとウェアラブルセンサから取得

された行動特徴量とを比較した．本研究の狙いは顧客満足

度を生み出すメカニズムを行動特徴量から解明することで

ある． 

3 ．顧客満足度行動分析 

3.1 概要 

本分析は，来館者の行動特徴量を求めるための特徴量抽

出と，抽出した特徴量から代表的な傾向を示すためのクラ

スタリングから構成されている．そして，クラスター内に

含まれている特徴量と満足度アンケートとの相関を求め，

一番相関値が高い特徴量を代表指標として，その傾向を調

べた． 

3.2 分析データ 

本分析で用いたデータは，実際に閲覧目的で博物館に訪

れた来館者の行動データである．事前に，本実験内容を説

明し同意を得た 39 グループに対して調査を実施した．調

査期間は 2014年 3月 13日(木)から 2014年 3月 15日(土)

の３日間である．来館者グループには，博物館の入館の際

に名札型センサ端末を装着し，退館時に名札型センサ端末

を返却，最後にアンケートの回答を依頼した．来館者グル

ープの人数が多い場合(５名以上)には代表者数名を選択し

た．本分析には，未就学児を含む来館者グループ(21組)の

みのデータを用いた． 

3.3 特徴量の検討 

本分析で用いた特徴量について述べる．名札型センサ端

末の赤外線データからは来館者グループ内で向かい合った

対面時間を取得し，加速度データからは来館者の積極的で

活発な身体の動きである積極率[15]を抽出した．そして，

これらを来館者グループ毎や未就学児のみの平均値を求め，

グループの特徴量とした．さらに，全グループを対象とし

て，それぞれの特徴量毎に，大/中/小の３等分(最大値と

最小値の区間を３等分)の尺度で切り分けを行なった．３

等分にした理由は，分析結果を理解しやすくする(中は平

均的，大は平均より大きい，小は平均より小さい)ためで

ある．表１は今回分析に用いた特徴量リストである．来訪

回数はアンケートによって求めたものであり，新規ははじ

めて来館されたグループ，2～3 は来館回数が 2～3 回のグ

ループ，4～は来館回数が 4回以上のグループである． 

表１ 特徴量リスト 

特徴量 尺度 

積極率 3段階(大/中/小) 

子供積極率 3段階(大/中/小) 

対面率 3段階(大/中/小) 

滞在時間 3段階(大/中/小) 

来訪回数 3段階(新規/2～3/4～) 

 

そして，これらの特徴量から２つの特徴量を選択し，組

み合わせを行なった．組み合わせることで，より詳細に振

る舞いを特定することが可能となる．この結果，今回の分

析に用いた特徴量数は 388個となった． 

また，閲覧後に記述するアンケートの内容は，来訪回数

と 5 段階の満足度評価である．満足度評価の粒度は，１．

とても不満 ，２．やや不満，３．どちらともいえない，

４．まあまあ満足 ，５．とても満足，とした． 

3.4 分析手法，及び，分析結果 

多数の特徴量の中から数個の代表的な特徴量を選択する．

選択方法としては，まず，K-means 法を用いて特徴量間の

類似度からクラスタリングを行なった．類似度の計算には

ユークリッド距離を用いた．次に，クラスタリングによっ

て求めたクラスター内に含まれている特徴量と満足度と相

関を求め，一番相関値が高い特徴量を代表指標とした．こ

の調査の結果，以下の３つの特徴量が代表指標として選択

された． 

・ 代表指標(A)  対面率(大)かつ積極率(大) 

・ 代表指標(B)  新規顧客かつ子供積極率(大) 

・ 代表指標(C)  積極率(中)かつ子供積極率(大) 

 

 

 Ｂ部 

Ｃ部 

Ａ部 

組織 

図 3 組織対面ネットワーク図 
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図 4 代表特徴量有無別の顧客満足度比較 

 

 

満足度指標に影響がある行動指標としては，代表指標(A)

では，閲覧時に向かい合った対面が多くかつ積極的な行動

が少ない来館者グループ，代表指標(B)では，初めての来

館でかつ子供の積極的な行動が多い来館者グループ，代表

指標(C)では，積極的な行動が平均的でかつ子供の積極的

な行動が多い来館者グループであった．  

4．結果の検討及び考察 

4.1 結果の検討 

全ての代表指標には積極率が含まれていた．このことか

ら，積極率が顧客満足度を分析する際の有効指標であるこ

とを確認した．特に，子供積極率(大)が２つの代表指標に

含まれていた．未就学児が含む来館者グループでは，顧客

満足度は子供の積極的な行動に影響されることが大きいこ

とがわかった． 

次に，それぞれの代表指標が含まれている来館者グルー

プと含まれてない来館者グループでの満足度の差を棒グラ

フ(図４)で示した．それぞれの値は満足度の平均値であり，

エラーバーは標準誤差，P 値はパーミュテーションテスト

における値である．全代表指標とも，2 群の標準誤差がオ

ーバーラップしていないため，満足度の切り分け精度がよ

いことがわかる．さらに，P 値は全代表指標とも 10％水準

で有意であり，特に，代表指標(B)は有意水準５％で有意

差があった． 

図４の解釈として，図４(A)からは，向かい合って話しな

がら展示を閲覧するよりも，じっくり展示物に注力してい

るグループの方が満足度は高いことがいえる．また，図４

(B)(C)の結果からは，子供が積極的に動くほど，グループ

の満足度が高いことがいえる． 

4.2 考察 

4.2.1 改善効果予測 

計測した値から改善効果を予測することは，施策を比較

検討する上で重要となる．3 章で求めた 3 つの代表指標を

用いて改善効果予測のための予測満足度のモデル式の検討

を行なった．モデルを求める際には，重回帰分析を用いた． 

その結果，得られた回帰式は， 

予想満足度 = -0.97 * 対面率(大)かつ積極率(大) + 

0.24 * 新規顧客かつ子供積極率(大) + 0.35 * 積極率

(中)かつ子供積極率(大) + 4.47 

である．予測満足度と実際の結果である満足度の相関(図

５)を求めたところ，相関値は 0.67 で，P 値は 0.0009 で

あった． 

 

 
4.2.2 施策案 

図４の結果から満足度に関連する展示の条件としては，

来館者グループ同士の会話を誘発するような展示内容より

はじっくりと展示を閲覧できることと，未就学児をターゲ

ットにした展示の場合には活発な振る舞いを誘発できるこ

とがあげられる． 

本研究の結果を用いると，顧客満足度の定量化が可能と

なるため，多くの施策が考えられる．例えば，展示物間の

評価があげられる．展示内容そのものはそれぞれ来館者に

伝えたいメッセージがあるため単純に比較が難しいが，来

館者の満足度が高まるディスプレイ方法は改善できると考

える．また，積極的な振る舞いが継続できるような，お勧

めルートの改善や休憩場所の配置の見直しなどがあげられ

る． 
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予測顧客満足度 

R=0.67, P-value=0.0009 

図 5 顧客満足度と予想顧客満足度の散布図 

P-value=0.077 P-value=0.048 P-value=0.055 
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5．おわりに 

5.1 結論 

満足度アンケートとウェアラブルセンサから取得された

行動指標を比較することで，顧客満足度に関連する顧客行

動を分析した．その結果，「対面率(大)かつ積極率(大)」，

「新規顧客かつ子供積極率(大)」，「積極率(中)かつ子供

積極率(大)」の３つが顧客満足度と相関していることがわ

かった．つまり，代表指標の傾向としては，来館者の積極

性を示す身体の動きである積極率，特に，未就学児の積極

率が満足度との相関が高いことがわかった(５％水準で有

意)． 

これら結果から満足度に関連する展示の条件としては，

来館者グループ同士の会話を誘発するような展示内容より

はじっくりと展示を閲覧できることと，未就学児をターゲ

ットにした展示の場合には活発な振る舞いを誘発できるこ

とがあげられる． 

5.1 今後の課題 

自然科学分野における展示施設の評価項目としては，満

足度だけでなく，興味・関心の喚起や学習意欲の向上など

がある．これらの項目についてもウェアラブルセンサを用

いることで定量化し，展示設計に有用な知見が得られる可

能性があると考える．今後，これらの多面的な分析に取り

組んでいきたい． 
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